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加盟234社、売上合計約138兆円、従業員計訳33０万人、電力需要合計約75TWh （日本の消費電力量の約8.5%）

ステークホルダーとの協働を通じ、1.5℃目標達成へリーダーシップを発揮する企業集団
(多様な業種が集まり、脱炭素の率先行動・政策エンゲージメントを協働)

※売上・従業員数は連結ベース概算（外国法人は国内の従業員数のみ加算）。電力需要は海外拠点含む参考値。最新情報はこちらhttps://japan-clp.jp/
※日本の消費電力量は「エネルギー需給実績：経済産業省」を参照

※ロゴ未掲載企業あり
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会員協働による脱炭素実践

政策サポートPJ：
政策関与を通じ、日本の気候変動政策を1.5℃目標に整合させる

再エネ促進PJ：
他電源と同等価格で、大量に再エネ調達できる環境整備を行う

メディアリレーション・世論醸成PJ：
政策転換に向け、気候変動に対する「的確・健全な認知」を一般的なものへ

サプライチェーンPJ：
サプライチェーンにおけるCO₂排出削減の努力が反映される仕組みづくりを目指す

電気自動車（EV）PJ：
1.5℃目標実現に資する、商用車のゼロエミッション車への転換加速

熱PJ：
熱利用の脱炭素化に向けて、課題を共有する企業同士で連携し、情報収集・
政策要望等の活動を行う

2024年度より、サーキュラーエコノミー PJが新設。
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リコーの再エネ電力導入方針

1. RE100基準適合再エネ導入（追加性にもこだわる）

2. 一度電力を100%再エネに切り替えた拠点はその状態を維持

3. 国・地域の事情に応じた再エネ調達手段を選択

4. 経済合理性に加え、環境・社会への影響も評価（総合評価制度）
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再エネ電力総合評価制度（国内）の概要

再エネ化する拠点をあらかじめ決定した上で再エネ電力同士の比較の際に活用。
⚫ 2021年3月、国内拠点の再エネ率向上と質の確保に向けた施策として、独自の再エネ電力総合評価制度を導入

⚫ 新規開発を促進する追加性のある電源であることや、環境負荷の低さ、地域社会への貢献度などを9つの視点で総合的に評価

⚫ PPAプロジェクトの選定時にもこの評価制度の基準で評価

大目的 評価項目 情報分類

Prosperity 持続可能な経済 価格 安いと高得点 ＜価格点＞ 小売電気に関する情報

Planet
持続可能な
地球環境

追加性 運開年数が若いと高得点 発電所の情報

再エネ種類 環境負荷が低いものだと高得点 発電所の情報

近接性 発電所と購入事業所が近いと高得点 発電所の情報

電源構成 電気自体も再エネだと高得点 小売電気に関する情報

小売電気業者の評価 直近のCDP気候変動スコアがA-以上で得点 小売電気に関する情報

発電事業者の評価 直近のCDP気候変動スコアがA-以上で得点 発電所の情報

People
持続可能な
地域社会

地元出資比率 比率が高いと高得点 発電所の情報

その他の地元貢献 地元への寄付、雇用創出などを定性評価 発電所の情報
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再エネ導入を通じた地域社会の課題解決

⚫2025年5月、リコーグループ初となる営農型オフサイトPPA発電所からの再エネ導入を開始。本社事業所の一部の電力に利用。

⚫みんな電力様、二本松ご当地エネルギーをみんなで考える株式会社様との協働

⚫福島市の耕作放棄地を活用した、自然共生・地域共生型の営農型太陽光発電所（ソーラーシェアリング）との契約

⚫今後、リコー契約の発電所敷地内に畜産事業者様の家畜を放牧・育成予定

赤枠が今回のリコー契約部分

各発電所からの電量供給量が
可視化されている

【リコー本社の電力消費モニタリングデータ】
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電源調達における独自の調達ポリシー
• 自然環境への配慮、地域合意形成、情報開示などに係る独自の調達ポリシーを設定。

• コーポレートPPA向けの発電所調達においても適用。

出典）みんな電力 ホームページより 7



地域共生型・自然共生型の「顔の見える発電所」

出典）みんな電力ホームページより 8



まとめ・提案

【まとめ】

⚫ 持続可能な再エネ導入拡大には、悪質な開発への規制だけでなく、電力を調達する側の姿勢も重要

⚫ より広い需要家が地域共生型の再エネを選択して積極的に調達するようなインセンティブが必要

→東京都が再エネ電源都外調達事業（都外PPA）において地域共生を要件としている点を高く評価

【提案】

⚫ 東京都がさらなるリーダーシップを発揮し、地域共生型の再エネを率先して調達するとともに、

都内事業者（需要家を含む）に地域共生型の再エネ調達へのインセンティブを追加検討してはいかがか

（下記は具体例）

① 都による電力調達にあたっては、地域共生型の再エネを評価

② 都の社会的責任調達指針のチェックリストに、持続可能性、追加性、地域貢献等の項目を追加し、                                        

具体策（例：調達指針の作成方法等）を示すとともに、推奨項目向けの支援事業を拡充（例：電気料金補助）

③ 都のキャップ＆トレード制度および地球温暖化対策報告制度において、地域共生型の再エネ調達への取り組みの

報告項目を設定 → 優良事例は公表・表彰（例：トップレベル事業所・特定テナント）

④ 企業版ふるさと納税に代わる新しい制度として、地域共生型の再エネ導入に対する税制優遇を創設
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東京都における再エネ活用

⚫ 都内の電力使用量（83TWh/年 ※2022年度）に対して、再エネ導入ポテンシャル（約39TWh/年）は47%

⚫ 都内の再エネ導入量・発電量を増やしつつ、地域との共存共栄を図る形で都外の再エネを活用する必要

83,436,564 

38,660,079 

2,250,942 

電力使用量 都内再エネポテンシャル 都内再エネ発電量

単位：MWh/年

参考： 環境省 自治体排出量カルテ

※再エネポテンシャルには洋上風力や次世代太陽電池は含まれていない。
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